
計算書類に対する注記（法人全体用） 

平成 31 年 3 月 31 日現在 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

該当なし 

 

２．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

◇建物、器具及び備品等：定額法 

◇リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

→自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

→リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

２ 引当金の計上基準 

◇退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、事業主分を計上している。 

 

３．重要な会計方針の変更 

特になし。 

 

４．法人で採用する退職給付制度 

ア 民間社会福祉施設職員退職手当共済制度 

イ 社会福祉施設職員等退職手当共済制度 

 

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 

当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。 

１ 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式） 

２ 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式） 

３ 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、

第３号第３様式） 

４ 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第  

３号第３様式） 

５ 各拠点区分におけるサービス区分の内容 

ア 白藤園拠点（社会福祉事業） 

・養護老人ホーム白藤園 

・グループホームしらふじ 

イ 星ヶ丘拠点（社会福祉事業） 

・特別養護老人ホーム星ヶ丘 

・短期入所生活介護事業所星ヶ丘 

・居宅介護支援事業所星ヶ丘 

ウ 虹の丘拠点（社会福祉事業） 

・ケアハウス虹の丘 

・ヘルパーステーション虹の丘 

・居宅介護支援事業所虹の丘 

・グループホームはまゆう 

・小規模多機能型居宅介護事業所はまゆう 

・グループホームみうら 

・共用型認知症対応型通所介護事業所はまゆう 

 



エ 夢の丘拠点（社会福祉事業） 

 ・特別養護老人ホーム夢の丘 

・短期入所生活介護事業所夢の丘 

・本部 

 

オ 夢の丘拠点（収益事業） 

・医療施設賃貸事業 

 

６．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 583,684,353   583,684,353 

建物 2,675,570,805  88,451,175 2,587,075,634 

建物附属設備 5,137,051  5,137,085 2 

合 計 3,264,352,253 0 53,628,264 3,170,764,025 

 

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分にかかる国庫補助金等特別積立金の取崩し 

建物附属設備（冷暖房設備）①理由  老朽化による処分 

             ②取崩額 2,574,486 円 

 

８．担保に供している資産 

担保に供されている資産は、以下のとおりである。 

土地（基本資産）                 583,684,353 円 

建物（基本資産）                2,424,873,621 円 

土地（運用資産）                 114,567,761 円 

建物（運用資産）                 184,254,075 円 

                         計  3,307,375,854 円 

 

担保している債務の種類及び金額は、以下のとおりである。 

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）   1,540,812,235 円 

運営資金借入金（１年以内返済予定額を含む）      8,257,000 円 

                         計  1,545,105,235 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

土地（基本財産） 583,684,353  583,684,353 

建物（基本財産） 3,475,850,735 888,771,101 2,587,075,634 

建物附属設備（基本財産） 67,283,252 64,101,265 2 

土地（運用財産） 114,567,761  114,567,761 

建物（運用財産） 346,324,657 113,230,576 233,054,081 

建物附属設備（運用財産） 28,000,000 781,666 27,218,334 

構築物 74,511,750 52,061,633 22,850,117 

機械及び装置 3,704,818 1,850,555 1,813,815 

車輛運搬具 27,871,845 24,708,604 3,163,240 

器具及び備品 155,210,531 155,158,584 40,052,346 

有形リース資産 61,416,588 31,838,201 25,578,387 

ソフトウェア 1,262,540 1,051,728 211,212 

その他の固定資産 50,000,000 50,000,000 0 

無形リース資産 356,400 71,280 285,120 

合 計 5,034,446,070 1,387,665,637 3,643,558,446 

 

 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

事業未収金 152,765,158  152,765,158 

未収補助金 2,226,525  2,226,525 

合 計 154,556,083 0 154,556,083 

 

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１２．関連当事者との取引の内容 

該当なし 

 

１３．重要な偶発債務 

該当なし 

 

１４．重要な後発事象 

該当なし 

 

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項 

該当なし 

 

以上 


